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消費生活協同組合制度の概要について



１ 消費生活協同組合制度の概要

（１）目的

国民の自発的な生活協同組織の発達を図り、もって国民生活の安定と生活文化の向上を期することを目的とする。

（３）組合の基準及び原則

（２）組合の法的性格

消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会（組合と総称）は、法人とする。

○消費生活協同組合が備えていなければならない基準

・ 一定の地域または職域による人と人との結合であること（相互扶助組織）

※ 法人は組合員となることができない。

・ 組合員の生活の文化的経済的改善向上のみを目的とすること

・ 加入、脱退の自由

・ 議決権・選挙権は、出資口数にかかわらず平等であること（１人１票制）

・ 剰余金は、主として原則利用分量により割戻し、出資額に応じて割り戻す場合には、その限度が定められていること 等

消費生活協同組合制度の概要等

※ 消費生活協同組合連合会：消費生活協同組合を会員とする同組合の連合会



○組合が運営上守るべき原則

・ 政治的中立の原則（特定の政党のために利用してはならない）

・ 組合員への最大奉仕（組合は組合員に最大の奉仕をしなければならない）

・ 非営利の原則（営利を目的としてはならない）

・ 員外利用の原則禁止（行政庁の許可がある場合等一定の場合を除き、組合員以外に事業を利用させることはできない）

（４）事業の種類

（５）区域

○ 購買事業（店舗、共同購入 等）

○ 利用事業（医療、福祉事業 等）

○ 共済事業（生命共済、火災共済 等）

○ 地域生協： 都道府県の区域内

（所管行政庁は都道府県知事。ただし、都道府県の区域を越え、１つの地方厚生局（注）内である連合会は地方厚生局長、
また、組合の区域が２つ以上の地方厚生局にまたがる連合会は厚生労働大臣）

○ 職域生協： 当該企業等の職域

（所管行政庁は、職域が都道府県の区域を越え、かつ、１つの地方厚生局内であれば地方厚生局長、また、組合の区
域が２つ以上の地方厚生局にまたがれば厚生労働大臣、都道府県内であれば都道府県知事）

（注） 地方厚生局はブロック単位に設置されており、以下の７局がある（北海道厚生局、東北厚生局、関東信越厚生局、東海北陸厚生局、近畿厚生局、中国四国厚生局、
九州厚生局）



生協事業体としての活動

生協事業以外の社会貢献活動

○産直事業を通じて産地と交流 ○医療事業
○災害時の緊急物資供給 ○介護保険事業

○食品衛生法の改正等に関する意見表明などの取組 ○CO2削減に自主行動計画を策定
○中越地震で現地入りするとともに支援募金を拠出 ○ユニセフ募金を拠出

組合員の生活保障

消費者の視点

○購買事業（店舗、共同購入 等）

・食の安全を追求した商品の開発普及
○利用事業
・暮らしの助け合いの会、子育て支援、配食、暮らしの相談 等

○共済事業

人と人との結合による相互扶助活動

２ 消費生活協同組合の役割と活動




